（様式第５号）

主任（監理）技術者兼務申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

尾道市長　　様

住　　　　所
商号又は名称
代表者氏名        　　　　　　　　　　　　

　次の工事について、主任技術者又は監理技術者の兼務を申請します。

なお、当該申請の内容は事実と相違ないことを確約します。
【申請対象工事】

	工事名
	

	工事場所
	

	請負金額
	

	配置予定の技術者氏名
(生年月日)
	

	従事役職
	主任技術者・監理技術者・その他（　　　　　　　）

	工期
	

	工事概要
	


【兼務対象工事】

	発注機関名
	

	工事名
	

	工事場所
	

	請負金額
	

	従事役職
	主任技術者・監理技術者・その他（　　　　　　　）

	工期
	

	工事概要
	

	申請対象工事との間隔
	　　　　　㎞
	移動距離及び時間
	　　　　　　㎞　　　　　分


【その他確認事項】
	連絡員氏名
	

	利用する情報通信技術方法
	

	設置する情報通信機器
	


(注)１　従事役職は、該当するものを○で囲む（その他については、具体的な役職名を記入する）こと。

　　　　　　２　発注機関が尾道市でない場合には、兼務先の発注者の兼務承認を証する書面を添付すること。

　　　　　　３　発注機関名には、課名まで記載すること。
　　　　　　４　兼務を希望する対象工事の位置関係（道路上の距離等）が把握できる位置図を提出すること。
　　５　建設業法施行令第27条第2項に該当する場合（近接箇所(10㎞程度（災害復旧工事を含む場合は15㎞程度）)で兼務対象工事と密接な関係がある）は、その他確認事項の欄は記載せず、関連書類を提出すること。
　　６　建設業法第26条第3項第1号に該当する場合は、すべての欄に記載するとともに、裏面の確認事項へチェックを行うこと。また、土木一式工事又は建築一式工事の場合は、連絡員の実務経歴書（1年以上）を提出すること。
【連絡体制】技術者の携帯電話番号：　　　　　　　　連絡員の携帯電話番号：

【決裁欄】
	課名
	係　員
	係　長
	課　長
	課名
	係　員
	係　長
	課　長

	
	
	
	
	
	
	
	

	契約
	
	
	
	
	
	
	


	通知書

公印承認

	


上記の工事について、建設業法第２６条第３項第１号・建設業法施行令第２７条第２項に該当するものとして主任（監理）技術者の兼務を

　承認する　・　承認しない（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
主任（監理）技術者の兼務に関する確認事項
	№
	要 件
	確認欄

	１
	兼務する各工事の請負代金が１億円未満（建築一式工事の場合は２億円未満）である。また、工期中に請負代金の額が１億円（建築一式工事の場合は２億円）以上となった場合には、工事ごとに別の者を専任で配置することができる。
	□

	２
	兼務する工事現場の数は２件を超えていない。
	□

	３
	兼務する工事現場間の距離が、一日の勤務時間内に巡回可能であり、かつ移動時間が概ね片道２時間以内である。また、確実にそれを行うことができる手段がある。
	□

	４
	受注者が注文者となった下請契約から数えて下請次数が３次までである。また、工期中に下請次数が３を超えた場合は、工事ごとに別の者を専任で配置することができる。
	□

	５
	主任（監理）技術者との連絡その他必要な措置を講ずるための者（土木一式工事又は建築一式工事の場合は、当該建設工事の種類に関する実務経験を１年以上有する者）を工事現場ごとに配置することができる。
	□

	６
	兼務する各工事現場の施工体制を確認できる情報通信技術の措置を講じることができる。
	□

	７
	人員配置の計画書を作成し、工事現場に備え置くと共に営業所において保存をすることができる。
	□

	８
	工事現場以外の場所から現場状況を確認するための情報通信機器を設置し、かつ当該機器を利用可能な環境が確保されている。
	□


□連絡員の兼務を行う








